
別紙第4号の10書式（平17財令22・追加、令2財令73・一部改正） 第 三 片 裏 面 備考 1別紙第4号書式の備考1、4、7、10、14、15及び16は本書式に準用する。この場合において、別紙第4号書式の備考4中「取扱庁名欄の番号」とあるのは「取扱庁番号欄」と読み替えるものとする。 2自ら送付する必要がある場合において電子情報処理組織によらないで作成するときは、複写式とすることができる。 3納入告知書として使用するときは「納入告知書」の文字を、納付書として使用するときは「納付書」の文字を記載するものとする。 4第21条の2の規定により作成する納付書にあっては、納付目的の欄に主たる債務者の住所及び氏名又は名称並びに納付の請求の理由を付記するものとする。 5納付場所にあっては、不要文字を抹消するものとする。なお、納付場所を特定するときは、その内容を記載するものとする。 6勘定のある特別会計にあっては、「（取扱庁名）」を「（取扱庁名） （勘定区分）」 と読み替えるものとする。 7手数料又は一定の期間に応じて付する加算金に係る収入で元本収入と同時に収納すべきものについては、手数料又は加算金の金額欄、加算金の計算方法、納付の請求の文言及び弁済の充当の文言を加えるものとする。 8元本完納後、延滞金又は一定の期間に応じて付する加算金の未納額について納入の告知又は納付の請求をするときは、「納付目的」欄は、未納に係る延滞金又は加算金の計算期間を示し、直ちに納付すべき旨を記載するものとする。 9電子情報処理組織を使用して作成するときは、会計名、主管又は所管名及び取扱庁名の欄には、略称をもって表示することができる。 10納入者に本書式に係る納付情報により納付させようとするときは、当該納付に必要な事項を記載すること。 11必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の調整を加えることができる。 









 


